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※通達第ア-200号9月19日付け参照 

昨年に引き続き、中央社保協、全労連、全日本民医

連の3者で、介護の請願署名（「介護保険制度の改善

、介護従事者の処遇改善等を求める請願署名」）に取

り組むことになりました。4月に提起した「介護ウェ

ーブ2018基本方針」（第ア－50号）の実践の一環と

して、各県連・法人での具体化をお願います。今回の

署名では、上記3団体で協議を重ね、制度改善、処遇

改善・確保対策と合わせて、さらなる改悪の検討中止

、保険財政の抜本的な見直しを求める請願項目を盛り

込みました。全日本民医連として15万筆を目標に集約

し、来年1月に開会される

通常国会への提出を予定

しています。利用者・家族

、共同組織のみなさん、地

域の他の事業所や関係団

体にも請願署名を大きく広

げて頂くようお願いします

。各県連ごとに目標数の｢

目安｣を設定させていただ

きましたので、それをもと

に各院所でも目標を定め取

り組みましょう。 

最終集約の12月28日（金）までに、全日本民医連

医療介護福祉部宛に署名を送っていただくようお願い

します。 

大阪では早速、県連で各

院所の目標を定め、ニュー

スで署名開始を呼びかけま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

自治体との懇談を進

めよう！！ 
神奈川では、7月2

日に横浜市の介護保

険課等と懇談会を実

施しました。大きな前

進があったのは、職員

の確保と定着に関す

る事項で、今年度から特養など施設系の介護職員を

採用した場合に月額3万円を上限とする補助制度が発

足しましたが、｢来年度に局宅系の介護職の確保や定

着を促進する施策を検討し予算化したい｣との回答を

引き出しました。また、訪問介護の生活援助の訪問

回数上限設定については｢自立支援・重度化防止につ

ながっているケアプランかどうか検証するが機械的

な対応はしない｣と回答がありました。 

10月から訪問介護の生活援助の訪問回数上限設定

を超えたケアプランの提出を義務づけられましたが

、千葉県千葉市では生活援助中心型の訪問介護につ

いて、｢1回の生活援助にあわせて身体介護を行うも

のを含む｣としました。厚労省は、｢任意｣の提出であ

れば国として是正の要請は出来ないとの見解を示し

ています。届出の対象や検討の方法など、自治体に

よって対応が異なることも予想されます。 

それぞれの自治体での状況把握をお願いします。 

 



京都では、｢京都社

保協介護自治体キャ

ラバン｣が、8 月20 

日～8 月31 日まで、

福知山市を除く府内2

5 市町村でとりくま

れました。2018 年4

月から第一号被保険者（65 歳以上）が支払う介護保

険料が京都府内平均で5.4％以上引き上げられ、月額

6,129 円と、制度発足時から２倍以上になっていま

す。①介護保険料の引き下げ、②新しい総合事業に

ついて、現行相当以外のサービスは実施しないこと

、③「生活援助」の回数制限撤回を国に求め、機械

的な回数制限を行わないこと、④介護職員不足問題

での対応について、府内各市町村へ要請し懇談しま

した。 

沖縄では、県内の介護職や利用者の現状と、介護

保険制度のあり方などについて考える｢沖縄介護ウェ

ーブのつどい２０１８｣を9月23日に開催しました。

｢2025年介護のゆくえ｣をテーマに鹿児島大学の伊藤

周平教授は講演で、｢高まる需要に反し、日本の社会

保障は衰退している｣と指摘

し、医療・介護先進国のドイ

ツを例に挙げて、｢社会保障

制度の抜本的改革が急務だ｣

と訴えました。また、｢介護

の商品化ではなく、社会化を

目指そう。現場から声を上げ

続けよう！！｣と呼びかけま

した。集会の様子は、琉球新

報でも掲載されました。 
 

東京では、7月29日に介護をよくする東京の会が主

催で、｢介護学習交流集会｣

が開催されました。講演で

は立教大学の芝田英昭教授

が｢地域共生社会｣について

講演し、政府が進める｢地域

共生社会｣は種々の地域課

題を住民が主体となり解決

すること推進し、住民同士がお互いを監視する社会

へと変貌させる危険性があると指摘しました。かつ

て住民共同の運動が公的責任を強化させた実践が示

され、｢共同の力｣が必要なサービスの創設へとつな

がることを全体で共有しました。 

集会に参加しよう！ 
介護ウェーブ2018の取り組みの一環として、11

月18日（日）13:00～16:50、東京・明治大学駿河台

キャンパスで、民医連・中央社保協・全労連を中心

とする実行委員会形式で「2018年全国介護学習交流

集会」を開催します。政府の社会保障削減政策によ

り、介護現場は悲鳴を上げています。本集会では、

介護保険制度の現状と問題点を踏まえ、基本的人権

としての高齢者ケア・社会保障のあり方を考え、｢老

後不安社会｣からの転換を展望します。参加費用は無

料ですので、多くの方のご参加をお待ちしておりま

す。 

☆署名の取り組みや、自治体との懇談、集会の様子

など、写真や記事を事務局へ送って下さい。介護ウ

ェーブ推進ニュースに載せて全国へ発信させていた

だきます。 

☆☆署名や学習資材等下記介護ウェーブのページか

らダウンロードして活用して下さい。 

https://www.min-iren.gr.jp/kaigo_wave/ 

お問い合わせは 
「介護ウェーブ推進本部」 

事務局：小又・山川 

TEL：03-5842-6451 

FAX：03-5842-6460  

E-mail：

伊根町で、要請書を手渡す松田事務局長 

https://www.min-iren.gr.jp/kaigo_wave/
mailto:min-kaigo@min-iren.gr.jp

